
『補助金等の交付により造成した基金等に関する基準』等に基づく公表資料

１．基金の概要（平成２０年度）
基 金 の 名 称
（見直し対象となっている融 揮発油販売業経営合理化基金（信用保証事業）
資等業務（※１）の事業名）
法 人 名 (社)全国石油協会
基金額（国庫補助金等相当額）２２，１２４百万円（２０，６５４百万円）（平成 20年 4月 1日

現在）
基 金 事 業 の 概 要 揮発油販売業者の設備の近代化、転廃業の実施等の資金の借入に
（見直し対象となる融資等業 対して債務保証を行う。
務（※１）を行っている場合
は、その概要）

２．見直し結果（平成２０年度）
項 目 講 ず る 措 置

実施した見直しの概要（平成 （行政改革推進本部決定の措置内容等を記載。）
20年12月24日行政改革推進本部決 今後とも基金基準に適合するよう指導監督を実施
定における措置内容等（※２））
基金事業を終了する時期 平成 27年度までに事業を終了する。

次回の見直し時期 平成 23年度
基金事業の目標 中小零細企業が大半を占める揮発油販売業界において、揮発油販

売業者の経営の合理化及び転廃業の促進を図り、もって石油製品
の安定供給を図る。具体的には、小口信用保証制度を新たに受
けた事業者に係る翌年度の事故率（代位弁済率）が、登録事業者
の平均減少率を下回ること。

目標達成度の評価 平成 19 年度実績は、事故率は３．４４％であり、揮発油販売業
者の減少率３．９７％を下回っている。

基金の保有割合 ０．７

基金の保有割合の算出 （算出に用いた方式）
保有割合＝（基金運用収入額＋保証料収入額＋求償権回収額）÷
（実施事業費（代位弁済額）＋管理費）
（算出に用いた数値）H19年度実績額
基金運用収入額：２１３百万円
保証料収入額：４１百万円
求償権回収額：１６２百万円
実施事業費（代位弁済額）：５４８百万円
管理費：６２百万円

使用見込みの低い基金等の 使用見込みの低い基金等の該当の有無 有・無
取扱いの検討結果（※３） －

（使用見込みの低い基金等に該当する場合の検討の結果）
－

その他 －

（※１）「見直し対象となる融資等業務」とは、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律
（平成 18年法律第 47号）」第 14条第３号に該当する融資等業務のことをいう。

（※２）「補助金等の交付により造成した基金の見直しについて」（平成 20年 12月 24日行政改革推進本部決定）
（※３）「補助金等の交付により造成した基金等に関する基準（平成 18 年 8 月 15 日閣議決定）」の３（４）エに基づ
き検討した結果は、「使用見込みの低い基金等の取扱いの検討結果」欄に記載する。



『補助金等の交付により造成した基金等に関する基準』等に基づく公表資料

１．基金の概要（平成２０年度）
基 金 の 名 称
（見直し対象となっている融 環境・安全等対策基金
資等業務（※１）の事業名）
法 人 名 (社)全国石油協会
基金額（国庫補助金等相当額）１６，２０６百万円（１６，１９５百万円）（平成 20年 4月 1日

現在）
基 金 事 業 の 概 要 揮発油販売業者等が行う環境・安全対策事業、災害対策事業、構
（見直し対象となる融資等業 造改善対策等事業に対し支援を行う。
務（※１）を行っている場合
は、その概要）

２．見直し結果（平成２０年度）
項 目 講 ず る 措 置

実施した見直しの概要（平成 （行政改革推進本部決定の措置内容等を記載。）
20年12月24日行政改革推進本部決 ・基金の統合による一部事業廃止等の見直しに伴い、平成 20 年
定における措置内容等（※２）） 4月に国からの補助金の一部を国庫へ返納

・今後とも基金基準に適合するよう指導監督を実施

基金事業を終了する時期 平成 27年度までに事業を終了する。

次回の見直し時期 平成 23年度
基金事業の目標 揮発油販売業者等が安全に適正な石油製品を提供する環境を整備

し、石油製品の安定供給を可能とする。

目標達成度の評価 災害対策事業、環境保全・構造改善促進利子補給事業等、石油製
品の安定供給に資する事業を実施した。

基金の保有割合 １．０

基金の保有割合の算出 （算出に用いた方式）
保有割合＝（基金運用収入額）÷（補助・補てん見込額＋管理費）
（算出に用いた数値）H19年度実績額
基金運用収入額：２３５百万円
補助・補てん見込額：１６０百万円
管理費：６４百万円

使用見込みの低い基金等の 使用見込みの低い基金等の該当の有無 有・無
取扱いの検討結果（※３） －

（使用見込みの低い基金等に該当する場合の検討の結果）
－

その他 －

（※１）「見直し対象となる融資等業務」とは、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律
（平成 18年法律第 47号）」第 14条第３号に該当する融資等業務のことをいう。

（※２）「補助金等の交付により造成した基金の見直しについて」（平成 20年 12月 24日行政改革推進本部決定）
（※３）「補助金等の交付により造成した基金等に関する基準（平成 18 年 8 月 15 日閣議決定）」の３（４）エに基づ
き検討した結果は、「使用見込みの低い基金等の取扱いの検討結果」欄に記載する。
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